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 科 目 名(Subject)   法学総合研究Ａ  
  （General Researches on Law A） 

 単 位 数(Credits) ２ 単位  開講時期 通年 

 担当教員名 

(Name) 

  高橋 周史 

 （Shuji Takahashi） 

研究室番号 

(Office)  
305 

 Office Hours  随時。ただし，原則として事前にメールで連絡したうえで時間を決める。 

１．授業目的・方法(Course objective and method) 

現代法学における様々な問題を取り上げ、研究することによって、法学の知見を高める。 

 

 

２．達成目標(Course Goals） 

各自の関心のある法分野および研究課題について、調査・研究するための技法を習得すること、および、研

究会における報告により教員や大学院生と議論をすることで、研究分野への問題意識を深めること。また、

他の報告者の研究課題についても関心を持ち、現代法学における多様な論点を知ることで、自身の研究分野

に対して多角的な視点を獲得すること。 

 

 

３．授業内容(Course contents) 

法制研究会において、報告を踏まえ、大学院生と企業法学コースの教員が共に議論することによって、法学

の総合的な理解を深める。 履修者は、法制研究会において、少なくとも1 回は報告しなければならない。 

第１回 法学研究の方法論と研究報告の概要 

第２回～第７回 法学研究の多様な方法と研究方法の決定 

第８回～第１４回 研究報告の実践と議論 

第１５回 研究課題の反省と展望 

第１回目では、法学研究においてどのような方法があるかを知るために、先行研究を参照して方法論の全体

像を知るように学習する。第２回から第７回は、他の研究者や大学院生の報告に参加して、それぞれの研究

課題における問題設定や研究手法を学ぶことで、自身の研究テーマを決定して報告をするための準備をす

る。基本的には、前半の７回までは、他の研究者の方法を見聞きして学ぶことが想定されているものの、受

講者の研究の進捗次第では前半の７回までに報告することも考えられる。後半の第８回から第１４回では、

受講者は法制研究会等の研究会において、少なくとも１回、研究報告をする。時間は最大でも４５分程度と

して、自身の分野以外を専攻している者にも問題意識や研究手法がわかるように報告することが必要とな

る。第１５回は、自身の研究報告や質疑応答を振り返り、より良い報告にするための検討をして、今後の研

究を深める方向を模索する。 

 

４．事前学修・事後学修(Preparation and review） 

事前学習 

報告資料として事前に配布される資料を熟読し、教科書や判例集を利用して関連する分野の基礎的な知識を

確認しておくこと。報告内容に対して自分の質問や見解を整理して、議論の準備をしておくこと。 

 

事後学習 

研究会で議論になった論点を中心に、報告資料を見直すこと。また、報告者の研究課題や問題意識が、自身

の研究に対して示唆を与えるものか検討すること。 

 

５．使用教材(Teaching materials) 

履修者は、法制研究会の開催通知に示された参考文献を調べるなど、十分に予習した上で、同研究会に 参 

加しなければならない。 

 

６．成績評価の方法(Grading) 

法制研究会への参加：50％、同研究会における報告：50％ 



 

 

７．成績評価の基準（Grading Criteria) 

・秀（100～90）：研究会で取り上げた様々な問題について秀でた理解力を示し、これを応用して現代法学 

における諸問題について秀でた分析をすることができる。 

・優（89～80）：研究会で取り上げた様々な問題について優れた理解力を示し、これを応用して現代法学 に 

おける諸問題について優れた分析をすることができる。 

・良（79～70）：研究会で取り上げた様々な問題について良い理解力を示し、これを応用して現代法学に お 

ける諸問題について良い分析をすることができる。 

・可（69～60）：研究会で取り上げた様々な問題について理解力を示し、これを応用して現代法学におけ る 

諸問題について分析をすることができる。 

・不可（59～0）：研究会で取り上げた様々な問題について十分な理解力を示さず、これを応用して現代法 

学における諸問題について十分な分析をすることができない。 

 

 

８．履修上の注意事項(Remarks) 

法制研究会に参加できることが、履修の条件である。 

受講を考えている学生は、事前に連絡すること（連絡先：stakahashi.lecsem.otaru@gmail.com）。 

コロナウイルス対応措置により、ZOOM等の遠隔会議ソフトウェアを利用する可能性があるため、必要なデ

バイス、アプリケーション、およびソフトウェア等について、準備・操作できるようにしておくことが望ま

しい。 

 

 

 


